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○平成２５年４月１８日、大飯発電所３，４号機における新規
制基準適合性確認結果を取りまとめ、原子力規制委員会
に提出した。

○また、平成２５年５月１６日、概略評価となっていた項目（３
項目）について、詳細評価を実施し、その追加報告を取りま
とめ、原子力規制委員会に報告した。

○本日、概略評価となっていた残りの項目（７項目）について、
詳細評価を実施し、その追加報告を取りまとめ、原子力規
制委員会に報告した。

○引き続き、原子力規制委員会や原子力規制庁による新規
制基準を踏まえた現状評価作業に対しては、真摯に対応し
ていく。

新規制基準適合性確認結果に係る追加報告について
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5月16日報告済

・外部火災影響評価

・火山影響評価

・重大事故対策に係
る手順書体系

今回報告（6月5日）

・熊川断層評価

・地震以外の要因に
よる津波評価

・津波ハザード評価

・放水ピット内の水位
評価

・竜巻影響評価

・内部溢水影響評価

・内部火災影響評価

4月18日報告済

新規制基準適合性確認結果に係る
報告書の提出実績について

報告書作成

（評価作業）
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新規制基準適合性確認結果に係る追加報告の概要について

・「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド（案）」に基づき、地震以外の要因による津

波評価を行った。

・海底地すべり、陸上の斜面崩壊（地すべり）、火山現象に伴う山体崩壊による津波の可能性と

その影響について評価した。海底地すべりについては、若狭湾沖の隠岐トラフで発生する海底

地すべりによる津波を想定して評価し、陸上の斜面崩壊については、大飯発電所周辺の地す

べりを想定し評価した結果、いずれも基準津波が敷地に到達したときの高さを下回る結果であ

り、発電所の安全性に影響がないことを確認した。また、火山現象に伴う山体崩壊については、

津波の発生原因となるような火山がないことを確認した。

地震以外の要因による

津波評価

・「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド（案）」に基づき、確率論的津波ハザード評

価を行い、基準津波が敷地に到達したときの高さを超過する津波が発生する確率を算出した。

・各評価点における基準津波が敷地に到達したときの高さを超過する津波が発生する確率は、

10-4～10-5（/年）程度であることを確認した。

津波ハザード評価

・敷地の浸水の可能性を評価するため、津波による放水ピットの水位上昇を評価した結果、最

大でT.P.+6.97mであり、放水ピットの天端高さT.P.+9.7m以下となることを確認した。
放水ピット内の水位評価

・熊川断層の西側において平成２４年１０月から実施していた反射法地震探査の結果を取りまと

めた。

・これまでの調査結果に基づき熊川断層の西端としていた小浜市和久里（わくり）付近から、東

に約１kmと約４kmの地点において、反射法地震探査を実施した。その結果、熊川断層が確認で

きなかったことから熊川断層の西端を小浜市平野付近とし、熊川断層の評価区間の長さを

約１４km（これまでは約１８km）に変更した。

熊川断層評価

追加報告内容追加報告項目
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新規制基準適合性確認結果に係る追加報告の概要について

・「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド（案）」に基づき、原子炉の安全停止に必要な機能、
使用済燃料ピットの冷却及びピットへの給水に必要な機能に影響を及ぼし得る内部溢水（配管、
機器の破損による漏水）の影響について評価を行った。

・評価の結果、想定する機器の破損による溢水、消火活動のための放水による溢水、地震による
機器の破損による溢水の各ケースにおいても、隔壁で分離されていること、また、分散配置され
ていることなどから、同時に複数の設備が水没あるいは被水することがなく、原子炉施設内部で
の溢水の発生を想定したとしても、原子炉の安全停止に必要な機能、使用済燃料ピットの冷却及
びピットへの給水に必要な機能が確保されていることを確認した。

内部溢水影響評価

・「原子力発電所の内部火災影響評価ガイド（案）」に基づき、原子炉の安全停止に必要な機能に
影響を及ぼし得る単一の内部火災の影響について評価を行った。

・評価の結果、耐火壁やシール材により系統が分離されていることなどから、火災区画毎に火災
の発生を想定したとしても、原子炉の安全停止に必要な機能が確保されていることを確認した。

内部火災影響評価

・ 「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド(案)」に基づき、原子力発電所に影響を及ぼし得る竜巻
の影響について評価を行った。

・評価の結果、過去に発生した竜巻の規模や発生頻度等を考慮して設定した最大風速69m/sの
設計竜巻を想定したとしても、その風荷重、飛来物の衝撃荷重などに対して、竜巻防護施設（原
子炉格納容器、原子炉周辺建屋など）が健全であり、安全機能を維持できることを確認した。

・更に、知見拡充のために、竜巻影響評価ガイド（案）に例示されている最大風速100m/sについ
ても同様の評価を行い、竜巻防護施設について、安全機能を維持できることを確認した。

竜巻影響評価

追加報告内容追加報告項目


